平成24年度福祉・介護人材の処遇改善事業助成金申請に当たっての留意事項

★平成24年度の助成金について★
平成24年度の対象月は（サービス提供月）は、平成２４年２月から平成２４年３月まで（最大２カ月）となります。

　したがって、２カ月分の交付金を受けようとする場合は、処遇改善計画書の(１)①の「平成２４年度助成金見込額（総額）」欄には、２カ月分を見込んで計算し記入してください。
承認申請書について

· 事業所単位で計画書を作成する場合は、別紙様式３に記載しているか。

· 複数事業所の計画書を一括して申請する場合は、別紙様式４に記載しているか。

· 申請するサービスに助成対象外のものが含まれてないか。
処遇改善計画書について

· 申請年度の助成金見込額（総額）が報酬総額×交付率の計算により記載されているか。
· 賃金改善所要見込額（総額）が助成金見込額（総額）を上回っているか。
· 賃金改善を行う給与項目が記載されているか。
· 助成金による賃金改善実施期間が正しく記載されているか。［国のＱ＆Ａ(問９)参照]
· 平成２４年度の賃金改善実施期間（①から④のパターンから選択し、記載してください。）
1 H24年2月～H24年3月

2 H24年3月～H24年4月

3 H24年4月～H24年5月

4 H24年5月～H24年6月

· 賃金改善以外の処遇改善について記載されているか。
· 処遇改善計画書を事業所職員へ周知したうえで、申請しているか。
· 法人単位等、複数の事業所の計画書を一括して作成した場合は、別紙様式２（添付書類１）が添付されているか。
· 都道府県をまたいで助成金をうける場合は別紙様式２（添付書類２）が添付されているか。

その他添付書類について
· 就業規則が定められている場合は、添付されているか。
· 給与規程を就業規則とは別に定めている場合、その規程が添付されているか。
· 労働保険に加入していることが分かる書類が添付されているか。

（労働保険保険関係成立届、労働保険概算、確定保険料申告書等）
